
制度名 貸付限度額 使途 返済期間 申込先利率

2,000万円
別枠 1,000万円

別枠
8,000万円

運転
設備

７年以内
１０年以内

経営改善貸付
（金利引下げ）

経営支援特別融資
（新型コロナウイルス
感染症対応枠）

新型コロナウイルス
対策伴走支援型資金

6,000万円

3,000万円

相談窓口：秋葉区役所産業振興課　商工観光係

当初３年間：
基準金利－0.9％
３年経過後：
基準金利

無担保、据置は
5年以内

日

本

政

策

金

融

公

庫

※経営改善貸付は、無担保・無保証人融資制度です｡(通称：マル経融資）

融資対象者は、下記の要件を全て満たした方のみとなります。
①コロナウイルス感染症の影響により最近１か月の売上高が前年または前々年
の同期と比較して５％以上減少
②原則として６ヶ月以上、商工会議所の経営指導を受けている方
③最近１年以上、新潟市秋葉区(新津地域)内で事業を営んでいる方
④常時使用する従業員が商業・飲食業・サービス業では５人以下（宿泊業及び
娯楽業は２０人以下）、製造業・その他業種では２０人以下の法人・個人事業
主の方
⑤所得税、法人税等の納期到来分の税金を完納されている方

（注）中小企業基盤整備機構が行う特別利子補給制度（一部の対象者について、
基準利率-0.9％の部分に対して当初３年間の利子補給を実施するもの（実質無
利子化））は、令和４年９月３０日（金）のお申込受付分をもちまして、取扱い
が終了となりました。

対象者：コロナウイルス感染症の影響により最近１か月の
売上高が前年または前々年の同期と比較して5％以上減少
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1.15％
別枠：0.25％（当初3年間）
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１０年以内
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新型コロナウイルス
感染症特別貸付

融資期間５年以内
1.15％～1.35％
（保証料ゼロ）

融資期間５年超
10年以内
1.55％～1.75％
（保証料0.12～0.92％)

1.5％～2.2％
（保証料補助あり）
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新型コロナウイルス感染症に
関連する特例制度のご案内

令和４年11月１日現在
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花と鉄道と石油の秋葉区●広告募集中！●
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10
月
７
日
、
８
日
に
福
島

県
郡
山
市
に
て
全
商
女
性
連

全
国
大
会
が
開
催
さ
れ
新
津

女
性
会
か
ら
４
名
が
参
加
し

ま
し
た
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新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

影
響
に
よ
り
３
年
ぶ
り
の
ハ

イ
ブ
リ
ッ
ド
開
催
と
な
り
ま

し
た
。
会
場
に
は
２
９
２
女

性
会
１
，４
７
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名
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と

１
３
４
女
性
会
９
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１
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ン
ラ
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１
日
目
は
５
施
設
10
会
場

で
の
分
散
開
催
と
な
る
懇
親

会
に
参
加
し
ま
し
た
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２
日
目
は
ビ
ッ
グ
パ
レ
ッ

ト
ふ
く
し
ま
で
女
性
起
業
家

大
賞
等
授
賞
式
の
他
、
東
京

農
業
大
学
名
誉
教
授
の
小
泉

武
夫
氏
に
よ
る
記
念
講
演
会

も
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た

福
島
県
の
県
の
特
産
品
を
販

売
す
る
物
産
展
も
開
催
さ
れ
、

多
く
の
来
場
者
を
魅
了
し
て

い
ま
し
た
。

　

次
回
開
催
地
は
新
潟
に
な

る
た
め
、
今
回
の
全
国
大
会

に
参
加
し
て
参
考
に
な
る
と

こ
ろ
が
多
く
あ
り
ま
し
た
。

　100事業所（有効回答数75社、回答率75％）

　2022年７～９月期実績 及び 2022年10～12月期の見通し

全業種とも業況ＤＩ値（好転の割合から悪化の割合を引いた値）は、マイナス圏内と
なっており、10～12月の先行きについてもマイナスの見通しとなっている。サービス業
は、前回調査に比べると好転しており今後の見通しも好転となっている。
新型コロナウィルスの経営に与える影響については、悪影響が46％、今後悪影響が13

％、合計で59％になっており、前回調査に比べると好転している。国や県、市の新型コ
ロナウィルス支援策の利用は、利用したが50％、今後利用するが11％、合計で61％となっ
ている。
経営上の問題点については、多い順に「需要の停滞」「単価の低下・上昇難」「人件費

の増加・圧迫」「経費増加」「熟練技術者の確保難」、小売業とサービス業では「需要の
停滞」がもっとも多く、建設業では「熟練技術者の確保難」が多く散見された。
設備投資については、「車両運搬具」 などであるが、全体に低調な状況と

なっている。

(2022年７月～９月期)

ＤＩ値

業況ＤＩ値の推移(業種別)

◆◆一人でも雇ったら、労働保険に必ず加入を◆◆ ～ 働くを守る。暮らしを守る。労働保険 ～
　労働者（パート、アルバイト等を含む）を 1人でも雇っている事業主は

労働保険（労災保険・雇用保険）に加入しなければなりません。

　労働保険は、労災保険・雇用保険の各種給付金のほか、雇用の安定のた

めに事業主に支給される助成金などの各種支援制度も設けられており、労

働者はもとより事業主のためにも欠くことのできない制度です。

　また、人手不足の折、事業主にはコンプライアンスが求められており、

より良い人材を確保する意味でも、労働保険に必ず加入している必要があ

ります。

　まだ、労働保険の加入手続きを行っていない事業主におかれましては、

管轄の労働基準監督署または公共職業安定所 (ハローワーク）で加入手続

きをとられるようお願いします。

　ご不明な点はお気軽にお問合せください。

　新潟労働局総務部　労働保険徴収課（電話　025-288-3502)

　又は、お近くの労働基準監督署・公共職業安定所（ハローワーク）


